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土庄町官民連携まちなか再生推進支援業務委託 

公募型プロポーザル実施要領 

 

 

 本要領は、「土庄町官民連携まちなか再生推進支援業務委託」の受注候補者の公募型プロ

ポーザル方式による選定について、提案者の創造性、企画力及び業務経験等を適正に審査し、

本業務の内容に最も適した受注者を選定するため必要な事項を定める。 

 
１．業務の概要 
 （１）業務の名称 
    土庄町官民連携まちなか再生推進支援業務委託 
 （２）業務の目的 
    土庄町では、地域主体の持続可能な町の実現に向け、町の魅力や利便性向上を図り、 

計画的で一体的な町の整備や広域連携による機能補完を行い、人口密度の維持や移 
住定住につなげていくことを目的に令和５年度に立地適正化計画を策定した。 
 立地適正化計画では、まちなかでの 3 つの重点プロジェクトと 1 つのリーディン 
グプロジェクトを掲げ、土庄港からエンジェルロードまでの区間を将来的に滞在快 
適性等向上区域として位置付け、「魅力向上」、「にぎわい創出」、「居住利便性の向上」、 
「防災対策」などの方向性を示すとともに、具体的な施策や取組を示している。 
 これまで、立地適正化計画に基づき、対話集会や歩行者天国などを行い、住民参加 
の機会創出や、公共空間を活用した社会実験などの LQC アプローチによる、地域の 
まちづくりに対する機運醸成を図ってきた。 

しかしながら、現状では、行政を含めた関係団体は、それぞれの目的のもと個々に 
事業活動を展開している状況にあり、地域主体の持続可能なまちづくりに取り組む 
という意識づけに課題がある。 
 地域主体の持続可能なまちづくりを効果的・持続的に展開するためには、行政と民 
間等の連携によるまちづくりの体制を整える必要があり、その意義や有用性につい 
て関係団体に十分に理解を図り、同じ目標に向かって活動していく必要があること 
から、企画提案能力や事業全体のマネジメントなど本業務に係る総合的な支援が可 
能な事業者を公募型プロポーザルで選定し、「官民連携まちづくりエリアプラットフ 
ォーム」を構築するものである。 

 （３）業務の期間 
    契約の日から令和８年２月２７日（金）まで 
 （４）業務の区域 
    土庄町官民連携まちなか再生推進支援業務委託仕様書（以下、「仕様書」という。）  

別紙１（官民連携まちなか再生推進事業の事業エリア）のとおり 
    ※業務の中で区域が変更となる場合は、協議のうえ決定する。 
 （５）業務の内容 
    仕様書のとおり。 
    ただし、仕様書を基本として想定するが、契約する業務内容は本プロポーザルによ 
   り選定された者と提案内容を踏まえた協議のうえ決定するものとし、提案者におい 

て、本業務の目的を鑑みて必要と考えられる業務があれば、追加・補正して提案する 
ことも可能とする。 

 （６）成果品 
    仕様書のとおり。 

 

２．提案限度額 

  ￥５，９９５，０００（消費税及び地方消費税を含む） 

  ただし、この金額は、契約予定価格を示すものではない。 
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３．参加資格 

当該契約年度の土庄町入札参加資格者名簿において、次の表に掲げる業種に登録され

ていること。 

業 種 建設コンサルタント 

種 目 都市及び地方計画 

（１）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 第 1 項の規定に該当 

  しない者。 

（２）本件公告の日から本業務委託契約締結の日までの間において、土庄町から競争入 

  札参加資格等の指名停止を受けていない者。 

 （３）民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき、再生手続開始の申し立てをして 

   いる者若しくは、再生手続開始の申し立てがされている者（同法第 33 条第 1 項に規 

定する再生手続開始の申し立てを受けた者を除く）、または会社更生法（平成 14 年 

法律第 154 号）に基づき更生手続開始の申し立てをしている者若しくは更生手続開  

始の申し立てがされている者（同法第 41 条第 1 項に規定する更生手続開始の決定を 

受けた者を除く）でないこと。 

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）に規定 

  する暴力団及びそれらの利益となる活動を行う者でないこと。 

（５）役員または使用人等が刑法（明治 40 年法律第 45 号）第 96 条の 6 または第 198 

  条の規定に違反する容疑により、逮捕されていない者若しくは逮捕を経ないで公訴 

  を提起されていない者。 

 （６）納税義務である税を滞納していない者であること。 

 （７）令和２年度以降、本業務と同種業務を行った実績を有すること。 

   【同種業務】 

   ・官民連携都市再生推進事業制度要綱（令和 6 年 12 月改正）第２条第２項第一号か 

ら第四号に掲げる事業 

・都市再生特別措置法（平成 14 年法律第 22 号）第 81 条に基づく、立地適正化計 

    画の作成 

 （８）提出された書類の記載事項に虚偽がないこと。 

 

４．選定スケジュール 

項 目 日 程 

プロポーザル実施の公表、公告 令和７年５月１２日（月） 

参加意向申出書の提出 令和７年５月１９日（月） 

参加資格要件の確認通知 令和７年５月２３日（金）までに随時発送 

質問書受付 令和７年５月２３日（金） 

から令和７年５月２９日（木）まで 

質問書回答 令和７年６月 4 日（水） 

企画提案書及び誓約書の提出 令和 7 年５月２３日（金） 

から令和７年６月１０日（火）まで 

１次審査（書類） 令和７年６月１１日（水） 

から令和７年６月１６日（月）まで 

１次審査結果の通知 令和７年６月１７日（火）発送予定 

２次審査（ヒアリング） 令和７年６月２４日（火）予定 

審査結果の通知 令和７年６月３０日（月）発送予定 

契約予定時期 令和７年７月上旬 

 なお、各種様式は、土庄町ホームページからダウンロード可能 
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５．事務局及び資料提出先 

事務局 土庄町建設課 

参加意向申出書及び質問書提出先 

（電子メールまたは郵送または持参） 
t0815@town.tonosho.lg.jp 

企画提案書等提出先（郵送または持参） 
〒761-4192 

香川県小豆郡土庄町淵崎甲１４００番地 2 

なお、持参での受付時間は、開庁日の午前８時３０分から午後５時まで 

 

６．参加意向申出書の提出 

 （１）提出書類 

   ① （様式１）参加意向申出書 

   ② （様式２）企業実績 

   ③ 参加資格が確認できる関係書類の写し 一式 

   ④ 企業実績が確認できる資料 

   ※『② 企業実績』に記載した実績が確認できるもので、一般に公開されている図書 

    等があれば、『① 参加意向申出書』にチェックのうえ、「自己評価の最も高い実績」 

の成果がわかるものを提出する。（ない場合は、チェックのうえ提出不要。） 

（２）提出部数 ①から④を各１部 

７．参加資格要件の確認の通知 

  参加資格が確認できた者には、確認でき次第、随時電子メールにて確認通知を送付する。 

参加資格が確認できなかった者には、確認できなかった旨の通知を送付する。 

 

８．質問書の受付及び回答 

 （１）質問方法 

本書等の内容について疑義のある場合は、（様式３）質問書を用いて、電子メール 

で行うこととし、電話や窓口での質問には応じない。 

 （２）回答方法 

    電子メールにて、参加者全てに対し回答する。 

 

９．企画提案書等の提出 

 （１）提出書類の作成 

    公募型プロポーザル説明書（以下、「説明書」という。）を熟読のうえ作成すること。 

 （２）提出書類 

   １）企画提案書等 

    説明書のとおり。 

   ２）会社概要（パンフレット等） 

 （３）提出部数 

   １）企画提案書等：説明書のとおり。 

   ２）会社概要  ：１部 

 （４）提案にあたって 

    下記関係資料を必ず確認し、経緯や内容を踏まえたうえで、提案すること。 

① 第７次総合計画 

    https://www.town.tonosho.kagawa.jp/material/files/group/2/sogokeikaku.pdf 

② 第2期土庄町まち・ひと・しごと創生総合戦略 

https://www.town.tonosho.kagawa.jp/material/files/group/2/sennryaku.pdf 

③ 第2期土庄町まち・ひと・しごと創生人口ビジョン 

mailto:t0815@town.tonosho.lg.jp
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https://www.town.tonosho.kagawa.jp/material/files/group/2/kjinkou.pdf 

④ 土庄町都市計画マスタープラン 

https://www.town.tonosho.kagawa.jp/material/files/group/6/tonoshotyoutosimasu04 

15.pdf 

⑤ 土庄町立地適正化計画 

    https://www.town.tonosho.kagawa.jp/material/files/group/6/rittitekiseikakeikaku.pdf

⑥ 小豆島地域公共交通計画 

https://www.town.shodoshima.lg.jp/material/files/group/6/honpen_koutuukeikaku.p 

df 

 

１０．企画提案書を特定するための審査と評価基準 

 審査は、土庄町が設置するプロポーザル評価委員会において、以下に掲げる審査項目によ

り実施する。 

 （１）１次審査（書類） 

    評価合計が、上位３社程度を２次審査対象者として選定する。 

 （２）２次審査（ヒアリング） 

    企画提案書等の内容について、提案者によるプレゼンテーションを受け、事務局及 

び評価委員によるヒアリングを実施し、審査を行う。 

 なお、１次審査の点数は、２次審査に引き継がれるものとする。 

 

 １次審査の項目と評価基準 

審査の項目 評価基準 

基本事項 ・資料が過不足なく適切に提出されているか 

技術者実績 

・管理技術者 

・担当技術者 

・技術者資格（技術士、RCCM 等本業務に関連する資格）を有してい

るか 

・同種業務の実務実績があるか 

業務実施体制 ・動員計画に妥当性があり、業務分担が不明確不自然でないか 

特定テーマに 

対する提案 

・各設問の整合がとれているか 

・工程計画や業務量との整合がとれているか 

・業務の目的やこれまでの経緯等を適切に把握し、課題を的確に捉 

え、業務の目的達成のために効果的かつ実現性の高い提案か など 

業務実施方針 
・業務目的や内容を適切に理解しているか 

・工程計画と業務量が適切で実現性があるか 

 

 ２次審査の項目と評価基準 

審査の項目 評価基準 

技術力 ・提案書の内容を補完し、業務の目的達成のために必要な技術力があ 

ると認められるか 

取組姿勢 ・業務に対する熱意、取組意欲が感じられるか 

・住民や事業者、大学、行政など本業務における関係者ニーズの適切 

な把握と協力体制を構築しているか 

コミュニケーシ

ョン能力 

・説明が分かりやすく説得力があるか 

・業務における円滑なマネジメント、柔軟な対応が期待できるか 
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２次審査（ヒアリング）について 

 （１）提案の説明は２０分程度とし、その後１５分程度の質疑を行う。説明に用いる資料 

は、提案書または提案内容を説明するスライド投影（パワーポイント等）のみとし、 

新たな資料の提出は認めない。 

 （２）会場、時間等の詳細については、２次審査対象者に対し、１次審査結果の通知の際 

にあわせて通知する。 

  

１１．候補者の選定 

 評価委員会が、前記１０の審査項目に基づき、審査結果を総合的に評価し、評価合計点が

第１順位の提案者を委託先の第１候補者として、第２順位の提案者を委託先の第２候補者

として、それぞれ選定する。 

 なお、提案者が１社の場合の審査は、評価合計点が全評価委員の配点総計に対して６割以

上獲得している場合、委託先の第１候補者として選定する。 

 

１２．審査結果の通知 

 審査結果は、メール及び書面にて通知する。 

 

１３．その他 

 （１）手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

 （２）契約保証金の納付については、土庄町契約規則（昭和 45 年規則第 6 号）による。 

 （３）契約書の作成を要する。 

 （４）契約等について 

   ・審査の結果、評価合計点が第 1 順位の提案者を委託先の第 1 候補者として選定し 

たうえで、委託業務内容の詳細及び仕様について協議を行い、土庄町及び第 1 候 

補者双方の合意に基づき契約を締結する。 

・本プロポーザルは、受託候補者の選定を目的とし、土庄町は選定された提案書の内 

容に拘束されないものとする。 

 （５）土庄町は、本プロポーザルに参加する意向を表明した者及び提案書を提出した者の 

商号または名称、提案書を特定した理由（審査結果等）を公表することができるもの 

とする。 

 （６）本プロポーザルに要するすべての費用は、提出者の負担とする。 

 （７）本プロポーザル実施において提出した書類に、虚偽の記載をしたことが判明した場 

合は、提案資格並びに選定結果を無効とする。 

 （８）本プロポーザルにおいて提出された書類は、返却しない。なお、提出された書類に 

ついては、本業務の目的以外で使用することはない。また、選定され候補者となった 

者の提案書等を公開する場合は、事前に同意を得るものとする。 

 （９）提案書等の提出後は、原則として提案書等に記載された予定技術者の変更は認めな 

い。ただし、予定技術者の死亡、病休、退職等のやむを得ない理由により変更を行う 

場合は、同等以上の経験と実績を有する技術者であることを前提に、土庄町の承認を 

得なければならない。 

 （10）応募に当たり、業務上知り得た情報、資料等の秘密を第三者に漏らし、自ら使用し 

てはならない。 


